
平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 15日

上   場   会   社   名   伊藤忠エネクス株式会社 上場取引所 東 大

コード番号      8133 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 財務経理部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　有満修司 TEL (03) 5436 - 8202
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 15日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 13年 12月 14日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)経営成績 （注）金額の表示については、百万円未満を切捨てて表示しております。

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 205,534 0.9 2,464 60.3 3,111 104.2
12年 9月中間期 203,770 29.4 1,537 18.8 1,523 19.2
13年 3月期 440,181 5,664 5,510

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 962 △ 3.2 9.87
12年 9月中間期 993 20.5 10.00
13年 3月期 2,318 23.38
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期    97,433,044 株   12年 9月中間期    99,522,750 株   13年 3月期    99,159,916 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当 0 円 00 銭 

13年 9月中間期 6.00 －    特別配当 0 円 00 銭 

12年 9月中間期 4.50 －
13年 3月期 － 12.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 170,073 75,580 44.4 780.62
12年 9月中間期 180,341 76,592 42.5 770.79
13年 3月期 183,533 76,538 41.7 778.90
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期    96,820,349 株   12年 9月中間期    99,369,583 株   13年 3月期    98,265,583 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 450,000 6,900 2,400 6.00 12.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   24 円 79 銭 
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１．中間財務諸表等 
①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

(平成12年９月30日現在) 
当中間会計期間末 

(平成13年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成13年３月31日現在) 

科目 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金  14,363  16,898  16,394  

２．受取手形 ※４ 8,706  8,316  9,294  

３．売掛金  42,813  38,621  48,945  

４．有価証券  1,433  2,331  1,215  

５．商品  1,961  1,610  1,710  

６．繰延税金資産  742  399  684  

７．短期貸付金  11,138  8,074  10,569  

８．その他  1,491  1,517  1,366  

９．貸倒引当金  △594  △186  △634  

流動資産合計  82,057 45.5 77,583 45.6 89,547 48.8 

Ⅱ 固定資産        

(1)有形固定資産        

１．建物 ※２ 27,115  26,904  27,000  

２．構築物 ※２ 12,295  12,511  12,308  

３．機械及び装置 ※２ 16,051  16,228  16,191  

４．土地  37,774  38,131  38,241  

５．その他  2,015  2,100  2,054  

６．減価償却累計額  △33,267  △33,987  △33,398  

有形固定資産合計  61,984 34.4 61,889 36.4 62,397 34.0 

(2)無形固定資産  1,845 1.0 2,096 1.2 2,174 1.2 

(3)投資その他の資産        

１．投資有価証券  19,308  14,446  15,636  

２．自己株式  129  －  129  

３．長期貸付金  6,468  5,959  5,604  

４．繰延税金資産  －  366  －  

５．その他  9,275  9,291  9,196  

６．貸倒引当金  △728  △1,560  △1,153  

投資その他の資産合
計 

 34,453 19.1 28,504 16.8 29,413 16.0 

固定資産合計  98,283 54.5 92,489 54.4 93,986 51.2 

資産合計  180,341 100.0 170,073 100.0 183,533 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成12年９月30日現在) 
当中間会計期間末 

(平成13年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成13年３月31日現在) 

科目 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形 ※４ 102  76  46  

２．買掛金  37,123  34,710  40,607  

３．短期借入金  10,470  8,733  11,420  

４．コマーシャルペーパー  －  2,000  5,000  

５．一年以内償還社債  15,000  10,000  10,000  

６．未払法人税等  1,274  1,047  1,648  

７．その他 ※１ 5,453  7,474  6,443  

流動負債合計  69,423 38.5 64,041 37.7 75,167 41.0 

Ⅱ 固定負債        

１．社債  15,000  10,000  10,000  

２．長期借入金  10,894  13,110  13,877  

３．繰延税金負債  1,349  －  763  

４．退職給付引当金  2,206  2,648  2,210  

５．役員退職慰労引当金  －  295  280  

６．その他  4,873  4,396  4,694  

固定負債合計  34,324 19.0 30,451 17.9 31,826 17.3 

負債合計  103,748 57.5 94,492 55.6 106,994 58.3 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金  19,877 11.0 19,877 11.7 19,877 10.8 

Ⅱ 資本準備金  19,050 10.6 18,624 10.9 18,699 10.2 

Ⅲ 利益準備金  1,582 0.9 1,706 1.0 1,626 0.9 

Ⅳ その他の剰余金        

任意積立金  33,131  33,847  33,032  

中間(当期)未処分利益  1,915  2,032  2,749  

その他の剰余金合計  35,046 19.4 35,879 21.1 35,782 19.5 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

 1,036 0.6 217 0.1 552 0.3 

  76,592 42.5 76,306 44.8 76,538 41.7 

Ⅵ 自己株式  － － △726 △0.4 － － 

資本合計  76,592 42.5 75,580 44.4 76,538 41.7 

負債資本合計  180,341 100.0 170,073 100.0 183,533 100.0 
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

科目 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  203,770 100.0 205,534 100.0 440,181 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１ 190,295 93.4 191,866 93.4 409,214 93.0 

売上総利益  13,474 6.6 13,667 6.6 30,967 7.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 11,937 5.9 11,202 5.4 25,303 5.7 

営業利益  1,537 0.7 2,464 1.2 5,664 1.3 

Ⅳ 営業外収益 ※２ 521 0.3 1,127 0.5 977 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※３ 536 0.3 480 0.2 1,131 0.2 

経常利益  1,523 0.7 3,111 1.5 5,510 1.3 

Ⅵ 特別利益 ※４ 1,555 0.8 728 0.4 4,187 0.9 

Ⅶ 特別損失 ※５ 1,387 0.7 2,647 1.3 5,545 1.3 

税引前中間(当期)純利
益 

 1,691 0.8 1,192 0.6 4,152 0.9 

法人税、住民税及び事
業税 

 960 0.4 831 0.4 2,273 0.5 

法人税等調整額  △262 △0.1 △600 △0.3 △439 △0.1 

中間（当期）純利益  993 0.5 962 0.5 2,318 0.5 

前期繰越利益  921  1,070  921  

株式消却積立金取崩額  151  －  250  

利益による自己株式消
却額 

 △151  －  △250  

中間配当額  －  －  445  

中間配当に伴う利益準
備金積立額 

 －  －  44  

中間（当期）未処分利
益 

 1,915  2,032  2,749  
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③中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方

法 

（1）有価証券 （1）有価証券  

満期保有目的債券 

…償却原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価

法 

満期保有目的債券 

同 左 

子会社株式及び関連会社株式 

同 左 

（1）満期保有目的債券 

同 左 

（2）子会社株式及び関連会社株式 

同 左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同 左 

（3）その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定) 

 時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同 左 

時価のないもの 

同 左 

（2）棚卸資産 （2）棚卸資産 ２．たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

石油製品 

…移動平均法に基づく低

価法 

販売用器具及び雑品 

…最終仕入原価法 

石油製品 

同 左 

 

販売用器具及び雑品 

同 左 

石油製品 

同 左 

 

販売用器具及び雑品 

同 左 
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前中間会計期間 
（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法（ただし、建物(付属

設備を除く)は、定額法） 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法（ただし、建物(付属

設備を除く)は、定額法） 

主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物３～50年 

構築物３～45年 

機械及び装置８～22年 

車両及び運搬具３～５年 

器具及び備品２～10年 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同 左 

(2) 無形固定資産 

営業権 

…その支出の効果の及ぶ

期間(主に５年)の均等

償却により費用配分し

ております。 

ソフトウェア 

…自社利用のソフトウェ

アについては、社内に

おける利用可能期間

(５年)に基づく定額法 

それ以外…定額法 

(2) 無形固定資産 

営業権 

同 左 

 

 

 

ソフトウェア 

同 左 

 

 

 

上記以外 

同 左 

(2) 無形固定資産 

営業権 

同 左 

 

 

 

ソフトウェア 

同 左 

 

 

 

上記以外 

同 左 

(3) 長期前払費用 

均等償却 

(3) 長期前払費用 

同 左 

(3) 長期前払費用 

同 左 

 

────── 

 

────── 

４．繰延資産の処理方法 

社債発行費：支出時の一括費用

処理 
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前中間会計期間 
（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ５．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

 一般債権については貸倒実績

率等を勘案して必要額を、貸倒

懸念債権及び破産更生債権につ

いては個別に回収可能性を勘案

した回収不能見込額を計上して

おります。 

（1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率を勘案して必

要額を、貸倒懸念債権および破

産更生債権については個別に回

収可能性を勘案した回収不能見

込額を計上しております。 

（1）貸倒引当金 

同 左 

（2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間期末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（2,501百万円）については、

５年による按分額を費用に計上

しております。 

（2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間期末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（2,501百万円）については、

５年による按分額を費用に計上

しております。 

（2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基

づき、当期末において発生して

いると認められる額を計上して

おります。 

なお、会計基準変更時差異

（2,501百万円）については、

５年による均等額を費用に計上

しております。 

（追加情報） 

 従来、退職給与引当金につい

て、期末退職金自己都合要支給

額から適格年金資産期末残高

（第２年金）を控除した額を計

上しておりましたが、前事業年

度の下期において、内部積立の

退職一時金制度と外部積立の適

格年金制度（第２年金）並びに

従業員と会社がそれぞれ50％拠

出の適格年金制度（第１年金）

を併せて将来の支給額を予測

し、これの現価額から適格退職

年金の年金資産残高を控除した

額を計上する方法に変更してお

ります。 

 なお、当該変更に伴う影響額

は前事業年度の額と同額であり

ます。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌年度から費

用処理することとしておりま

す。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌年度から費

用処理することとしておりま

す。 
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前中間会計期間 
（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

（3）役員退職慰労引当金 

 役員並びに執行役員の退職慰

労金の支出に備えるため内規に

基づく中間期末要支給額の100％

を計上しております。 

（3）役員退職慰労引当金 

役員並びに執行役員の退職慰

労金の支出に備えるため内規に

基づく中間期末要支給額の100％

を計上しております。 

（3）役員退職慰労引当金 

 役員並びに執行役員の退職慰

労金の支出に備えるため内規に

基づく期末要支給額の100％を計

上しております。 

（会計方針の変更） 

 従来、役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額の50％を計上して

おりましたが、当中間期より役

員及び執行役員の中間期末要支

給額の100％を計上する方法に変

更しております。 

 この変更は、当期より執行役

員制度が導入され支給対象者(役

員及び執行役員)が増加したた

め、これを契機として役員退職

慰労金を役員の在任期間にわ

たって適正に費用配分するため

に行ったものであります。この

変更により、従来の方法によっ

た場合に比し販売費及び一般管

理費は15百万円増加し、経常利

益は15百万円、税引前中間純利

益は142百万円減少しておりま

す。なお、当中間期末において

244百万円の役員退職慰労引当金

が固定負債「その他」に含まれ

ております。 

なお、前中間会計期間まで固

定負債「その他」に含めて表示

しておりました「役員退職慰労

引当金」（前中間会計期間末244

百万円）は、当中間会計期間よ

り独立掲記しております。 

（会計方針の変更） 

 従来、役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額の50％を計上して

おりましたが、当期より役員及

び執行役員の期末要支給額の

100％を計上する方法に変更して

おります。 

 この変更は、当期より執行役

員制度が導入され支給対象者

(役員及び執行役員)が増加した

為、これを契機として役員退職

慰労金を役員の在任期間にわ

たって適正に費用配分するため

に行ったものであります。この

変更により、従来の方法によっ

た場合に比し販売費及び一般管

理費は30百万円増加し、経常利

益は30百万円、税引前当期純利

益は157百万円減少しておりま

す。 

４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

４．リース取引の処理方法 

同 左 

６．リース取引の処理方法 

同 左 



－  － 
 

 

45

前中間会計期間 
（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 

(ⅰ)ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引について特

例処理によっております。 

５．ヘッジ会計の方法 

(ⅰ) ヘッジ会計の方法 

同 左 

７．ヘッジ会計の方法 

(ⅰ) ヘッジ会計の方法 

同 左 

(ⅱ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

：金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

：円貨建普通社債の利息の

一部 

(ⅱ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同 左 

(ⅱ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同 左 

(ⅲ)ヘッジ方針 

 当社は、「市場リスク」を

ヘッジすることが目的で円貨建

普通社債の利息の一部に対する

契約額および契約期間に対応さ

せた金利スワップを利用してお

ります。金利スワップ取引につ

いては、投機的な取引は行わな

い方針であり個別限定的に取締

役会により付与された権限に基

づき管理本部長が決裁し実施し

ております。 

(ⅲ) ヘッジ方針 

当社は、「市場リスク」を

ヘッジすることが目的で円貨建

普通社債の利息の一部に対する

契約額および契約期間に対応さ

せた金利スワップを利用してお

ります。金利スワップ取引につ

いては、投機的な取引は行わな

い方針であり個別限定的に取締

役会により付与された権限に基

づきビジネスサポート本部長が

決裁し実施しております。 

(ⅲ) ヘッジ方針 

 当社は、「市場リスク」を

ヘッジすることが目的で円貨建

普通社債の利息の一部に対する

契約額および契約期間に対応さ

せた金利スワップを利用してお

ります。金利スワップ取引につ

いては、投機的な取引は行わな

い方針であり個別限定的に取締

役会により付与された権限に基

づき管理本部長が決裁し実施し

ております。 

(ⅳ)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の想定元本とヘッ

ジ対象に関する重要な条件が同

一であり、かつヘッジ開始時及

びその後も継続して、相場変動

に完全に対応するものと想定す

ることができるため、ヘッジの

有効性の判定は省略しておりま

す。 

(ⅳ) ヘッジ有効性評価の方法 

同 左 

(ⅳ) ヘッジ有効性評価の方法 

同 左 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 

────── 

(1)法人税等の税額計算について 

 税額計算及び法人税等調整額

については、当期末の利益処分

による準備金等の調整による影

響額を考慮しております。 

(1)    同 左  

(2)消費税等の会計処理 

 消費税等については、税抜方

式によっております。 

(2)消費税等の会計処理 

同  左 

８．消費税等の会計処理 

同 左 
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④追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

１．退職給付会計 

 当中間期から退職給付に係る

会計基準（「退職給付に係る会

計基準の設定に関する意見書」

(企業会計基準審議会平成１０

年６月１６日)）を適用してお

ります。この結果、従来の方法

によった場合に比して、退職給

付費用は17百万円増加し経常利

益は17百万円減少、特別損失は

250百万円増加し税引前中間純

利益は267百万円減少しており

ます。 

 また、従来の退職給与引当金

は、当中間会計期間より退職給

付引当金として表示しておりま

す。 

 

────── 

１．退職給付会計 

当期から退職給付に係る会計

基準（「退職給付に係る会計基

準の設定に関する意見書」(企

業会計基準審議会平成10年６月

16日)）を適用しております。

この結果、従来の方法によった

場合に比して、退職給付費用は

1,194百万円減少し、営業利益

および経常利益は1,694百万円

それぞれ増加し、税引前当期純

利益は1,194百万円増加してお

ります。 

なお、従来の期首の退職給与

引当金は、退職給付引当金に含

めて表示しております。また、

これに伴い、前期において退職

給与引当金に含めて表示してい

た役員退職慰労引当金は区分掲

記しております。 

２．金融商品会計 

 当中間期から金融商品に係る

会計基準（「金融商品に係る会

計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成１１年

１月２２日））を適用しその他

有価証券、ゴルフ会員権の評価

の方法等について変更しており

ます。この結果従来の方法に

よった場合に比して、税引前中

間純利益は1,467百万円増加し

ております。 

 

────── 

２．金融商品会計 

当期から金融商品に係る会計

基準（「金融商品に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成11年１月22

日））を適用し、その他の有価

証券、ゴルフ会員権の評価の方

法等について変更しておりま

す。この結果従来の方法によっ

た場合に比して、税引前当期純

利益は247百万円減少しており

ます。 

前期まで差入保証金に含めて

いた建設協力金（前期末残高

2,096百万円）は、長期前払費

用に含めて表示しております。

また、支払利息は、前期まで

「支払利息及び割引料」として

表示しておりましたが、「支払

利息」に名称を変更しておりま

す。 
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前中間会計期間 
（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

 

────── 

１．自己株式 

前期まで、流動資産および固

定資産に掲記していた「自己株

式」（前中間会計期間末はそれ

ぞれ0百万円、129百万円、前事

業年度末はそれぞれ１百万円、

129百万円）は、中間財務諸表

等規則の改正により、当中間会

計期間末において、資本に対す

る控除項目として資本の部の末

尾に掲記しております。 

 

────── 
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⑤注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
(平成12年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成13年９月30日現在) 

前事業年度末 
(平成13年３月31日現在) 

※１ その他流動負債には未納消費税等

170百万円が含まれております。な

お、仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺の上表示しておりま

す。 

※１ その他流動負債には未納消費税等

174百万円が含まれております。な

お、仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺の上表示しておりま

す。 

※１ 

────── 

※２ 収用に伴う圧縮記帳額は下記の通

りであります。      百万円 

※２ 収用に伴う圧縮記帳額は下記の通

りであります。      百万円 

※２ 収用に伴う圧縮記帳額は下記の通

りであります。      百万円 
  

建物 7 

構築物 11 

機械及び装置 1 
  

────── 
  

建物 7 

構築物 11 

機械及び装置 1 
  

 ３ 偶発債務 

保証債務 

 ３ 偶発債務 

保証債務 

 ３ 偶発債務 

保証債務 

百万円 百万円 百万円 
  

借入金に対する保証 

伊藤忠ケイマン株
式会社 7,058 

その他14社 3,817 

営業取引に対する保証 

伊藤忠石油販売株
式会社 1,460 

大分九石販売株式
会社 990 

オートガス税の延納に対する保証 

株式会社トー
チュー他９社 80 

機器リース契約残高に対する保証 

有限会社長谷川石
油他４社 11 

計 13,418 
  

  
借入金に対する保証 

伊藤忠ケイマン株
式会社 7,790 

その他14社 5,237 

営業取引に対する保証 

伊藤忠石油販売株
式会社 1,330 

大分九石販売株式
会社 977 

オートガス税・軽油引取税の納付等
に対する保証 

ナポリオートガス
株式会社他８社 115 

機器リース契約残高に対する保証 

有限会社長谷川石
油他３社 10 

計 15,461 
  

  
借入金に対する保証 

伊藤忠ケイマン株
式会社 8,765 

大分九石販売株式
会社 735 

株式会社東北タン
ク商会 345 

その他 14社 2,784 

営業取引に対する保証 

伊藤忠石油販売株
式会社 1,603 

大分九石販売株式
会社 1,208 

オートガス税の延納に対する保証 

大長崎商事株式会
社他８社 60 

機器リース契約残高に対する保証 

有限会社長谷川石
油他３社 13 

計 15,515 
  

※４ 期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理に

ついては、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日でありましたが、満

期日に決済が行われたものとして処

理しております。当中間期末日満期

手形の金額は、次のとおりでありま

す。 

 受取手形    3,606百万円 

 支払手形     102百万円 

※４ 期末日満期手形 

     同 左 

 

 

 

 

 

 

 受取手形    1,940百万円 

 支払手形      －百万円 

※４ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理につい

ては、当期の末日は金融機関の休日

でありましたが、満期日に決済が行

われたものとして処理しておりま

す。期末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。 

 

 受取手形    3,938百万円 

 支払手形      44百万円 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

※１ 減価償却実施額は、次の通りであ

ります。 

※１ 減価償却実施額は、次の通りであ

ります。 

※１ 減価償却実施額は、次の通りであ

ります。 
 

有形固定資産 1,221百万円

無形固定資産 193 

長期前払費用 133 
  

 
有形固定資産 1,160百万円

無形固定資産 234 

長期前払費用 163 
  

 
有形固定資産 2,474百万円

無形固定資産 415 

長期前払費用 283 
  

※２ 営業外収益の内訳は次の通りであ

ります。 

※２ 営業外収益の内訳は次の通りであ

ります。 

※２ 営業外収益の内訳は次の通りであ

ります。 
 

受取利息 170百万円

仕入割引 20 

その他 331 

 計 521 
  

 
受取利息 122百万円

受取配当金 613 

仕入割引 31 

その他 358 

 計 1,127 
  

 
受取利息 354百万円

仕入割引 56 

その他 567 

 計 977 
  

※３ 営業外費用の内訳は次の通りであ

ります。 

※３ 営業外費用の内訳は次の通りであ

ります。 

※３ 営業外費用の内訳は次の通りであ

ります。 
 

支払利息 191百万円

売上割引 16 

その他 327 

 計 536 
  

 
支払利息 204百万円

売上割引 28 

その他 247 

 計 480 
  

 
支払利息 401百万円

売上割引 36 

その他 693 

 計 1,131 
  

※４ 特別利益の内訳は次の通りであり

ます。 

※４ 特別利益の内訳は次の通りであり

ます。 

※４ 特別利益の内訳は次の通りであり

ます。 
 

１）固定資産売却益 

 土地収用法の適
用により譲渡し
た資産の譲渡益 

111百万円

 建物 0 

 土地 419 

 その他 6 

２）投資有価証券売却
益 712 

３）固定資産圧縮特別
勘定戻入益 305 

  計 1,555 
  

 
１）固定資産売却益 

 土地 376百万円

 その他 4 

２）投資有価証券売却
益 347 

  計 728 
  

 
１）固定資産売却益 

 土地収用法の適
用により譲渡し
た資産の譲渡益 

111百万円

 土地 899 

 その他 22 

２）投資有価証券売却
益 2,848 

３）固定資産圧縮特別
勘定戻入益 305 

  計 4,187 
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前中間会計期間 
（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

※５ 特別損失の内訳は次の通りであり

ます。 

※５ 特別損失の内訳は次の通りであり

ます。 

※５ 特別損失の内訳は次の通りであり

ます。 
  

１）固定資産売却除却
損 

 建物 92百万円

 構築物 20 

 機械及び装置 20 

 土地 148 

 その他 62 

２）退職給付引当金繰
入損 250 

３）会員権評価損 154 

４）役員退職慰労引当
金繰入損 127 

５）その他特別損失 510 

  計 1,387 
  

  
１）固定資産売却除却

損 

 建物 41百万円

 構築物 6 

 機械及び装置 21 

 土地 3 

 その他 63 

２）退職給付引当金繰
入損 250 

３）投資有価証券評価
損 523 

４）事業等整理損  

 子会社事業整理
損 1,615 

５）その他特別損失 122 

  計 2,647 
  

  
１）固定資産売却除却

損 

 建物 231百万円

 構築物 70 

 機械及び装置 74 

 土地 148 

 その他 188 

２）退職給付引当金繰
入損 500 

３）会員権評価損等 253 

４）役員退職慰労引当
金繰入損 127 

５）投資有価証券売却
損 1,189 

６）投資有価証券評価
損 2,073 

７）その他特別損失 688 

  計 5,545 
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⑥（リース取引関係） 

 
前中間会計期間 

（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

1.リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 
  

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

構築物 14 10 3 

機械及び
装置 

120 87 32 

その他の
有形固定
資産 

405 258 147 

その他 13 9 4 

合計 553 365 187 

  

  

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

構築物 14 11 2 

機械及び
装置 

70 40 29 

その他の
有形固定
資産 

439 309 130 

その他 10 8 2 

合計 533 369 164 

  

  

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

構築物 14 11 3 

機械及び
装置 

92 70 22 

その他の
有形固定
資産 

444 315 129 

その他 10 7 3 

合計 561 404 157 

  
 ２．未経過リース料中間期末残

高相当額 

２．未経過リース料中間期末残

高相当額 

２．未経過リース料期末残高相

当額 

 
  

１年内 102百万円

１年超 198百万円

 合計 300百万円
  

  
１年内 108百万円

１年超 166百万円

 合計 275百万円
  

  
１年内 100百万円

１年超 176百万円

 合計 277百万円
  

 ３．支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

 
  

支払リース料 61百万円

減価償却費相
当額 54百万円

支払利息相当
額 7百万円

  

  
支払リース料 64百万円

減価償却費相
当額 52百万円

支払利息相当
額 6百万円

  

  
支払リース料 124百万円

減価償却費相
当額 120百万円

支払利息相当
額 14百万円

  
 ４．減価償却費相当額の算定方

法 

 有形固定資産については、

リース期間を耐用年数とし定

率法によって残存価額を10％

として求められた償却費に 

10／９を乗じる方法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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⑦販売実績 （単位：千ＫＬ・千Ｋｔ・百万円・％） 

期  別 
 

前中間会計期間 
（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

品 種 別 数量 金額 構成比 数量 金額 構成比 数量 金額 構成比 

ガ ソ リ ン  1,132 97,867 48.0 1,181 103,767 50.5 2,207 192,994 43.9 

灯 油 389 11,382 5.6 372 11,196 5.5 1,504 48,804 11.1 

軽 油 1,180 42,193 20.7 1,114 39,335 19.1 2,314 81,157 18.4 

重 油 859 22,358 11.0 820 22,057 10.7 1,834 49,774 11.3 

アスファルト 75 1,860 0.9 68 1,740 0.9 180 4,575 1.0 

Ｌ Ｐ ガ ス 401 19,873 9.7 398 19,733 9.6 877 45,647 10.4 

機 器 類 － 1,147 0.6 － 894 0.4 － 2,392 0.6 

そ の 他 － 3,894 1.9 － 3,577 1.7 － 8,497 1.9 

商品売上高計 － 200,578 98.4 － 202,303 98.4 － 433,843 98.6 

賃貸料収入 － 3,192 1.6 － 3,231 1.6 － 6,338 1.4 

売上高合計 － 203,770 100.0 － 205,534 100.0 － 440,181 100.0 

 


